
証券コード 4754
平成29年12月１日

株 主 各 位
仙台市宮城野区宮城野一丁目10番１号

代表取締役社長 氏 家 仁
　

第41期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第41期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう
ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使できますので、お手数ながら後
記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成
29年12月19日（火曜日）午後５時15分までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上
げます。

敬 具
記

１. 日 時 平成29年12月20日（水曜日） 午前10時
２. 場 所 仙台市宮城野区榴岡五丁目11番１号

仙台サンプラザ １階 「ローズ」の間
３. 株主総会の目的事項

報 告 事 項 1. 第41期（自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日）
計算書類の内容報告の件

2. 第41期（自 平成28年10月１日 至 平成29年９月30日）事業報告、連結
計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

決 議 事 項
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役11名選任の件
　第３号議案 監査役１名選任の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日総会にご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い
申し上げます。

◎株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、修正後の事
項をインターネット上の当社ウェブサイト（http://www.tosnet.co.jp/）に掲載させていただきますのでご了
承ください。
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(添付書類）

事 業 報 告

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

１．企業集団の現況に関する概況
　(1) 事業の経過及びその成果

　 ① 事業の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、長く緩やかな景気の回復基調が続いておりま

す。企業収益は高い水準にあり、雇用情勢も改善しておりますが、個人消費が伸び悩み景

気回復実感の少ない情勢となっております。

　警備業界におきましては、警察庁生活安全企画課がまとめた「平成28年における警備業

の概況」によりますと、平成28年12月末現在、警備業者数は9,434業者となり前年より92

業者増加、警備員数は54万3,244人となり、前年より4,897人増加いたしました。警備業者

の警備員数別状況は、警備員数100人未満の警備業者が8,419業者で、全体の約９割を占め

ております。

　当警備業界におきましても、1964年の東京オリンピックの選手村警備から警備業が知ら

れることとなり、それ以来警備の内容も多様化しながら、右肩上がりの成長を続けており

ます。しかしながら、企業としては労働力の不足や警備品質確保のためのコストアップな

どにより、経営環境は厳しい状況にあります。

　このような状況のもと、当社グループは主力の交通誘導警備、雑踏警備、施設警備及び

列車見張り警備の受注拡大、労働力や警備品質の強化等、当社グループの中核となる事業

の展開を図り、業容の拡大と収益力の強化に取組んでまいりました。

　これらの結果、当連結会計年度における当社グループの売上高は9,971百万円（前連結

会計年度比4.1％増）、営業利益は815百万円（前連結会計年度比8.1％減）、経常利益は881

百万円（前連結会計年度比8.6％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は558百万円（前

連結会計年度比11.0％減）となりました。
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次に、事業のセグメント別の業績をご報告申し上げます。

＜交通誘導警備＞

　交通誘導警備とは、警備員が建築現場、工事現場等における工事車輌、一般車輌及び歩

行者の安全な誘導と出入りの管理、各種ショッピングセンター等での駐車場の出入口、歩

行者の安全確保等の交通誘導を行うもので、交通事故の発生を防止するものです。

　当連結会計年度において警備業者間の価格競争は依然として激しい状況にありますが、

震災復興需要への対応及びイベント警備、駐車場警備等へ積極的に取組み、当部門の売上

高は5,334百万円（前連結会計年度比0.6％増）となりました。

＜施設警備＞

　施設警備とは、警備員がホテル、ビルの建物内への人の出入管理、防犯防災管理、駐車

場の管理を行うものです。施設警備の主なものは常駐警備、巡回警備、保安警備等があり

ます。当社グループでは施設警備を重要商品と位置付け、首都圏を中心に積極的に取組ん

でいる事業であり、当部門の売上高は2,410百万円（前連結会計年度比3.6％増）となりま

した。

＜列車見張り警備＞

　列車見張り警備とは、列車見張員の資格を持った警備員が、ＪＲや私鉄の営業路線、接

近する作業現場で列車の進行・通過を監視して作業員の安全を確保するものです。当社グ

ループでは、比較的利益率が高いことから注力商品と位置付けており、当部門の売上高は

547百万円（前連結会計年度比0.9％減）となりました。
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＜ビルメンテナンス事業＞

　ビルメンテナンス事業は、ビルメンテナンス、清掃業務及び人材派遣等を行っておりま

す。ビルメンテナンス事業の売上高は188百万円（前連結会計年度比4.0％減）となりまし

た。

＜メーリングサービス事業＞

　メーリングサービス事業は、メール便発送取次業務、販促品・サンプル等の封入・梱包

及び発送取次業務等を行っております。メーリングサービス事業の売上高は620百万円

（前連結会計年度比3.7％増）となりました。

＜電源供給事業＞

　電源供給事業は、各種イベント及びコンサートの仮設電源の提供・テレビ局関係の中継

のバックアップ等各種電源需要への電源提供業務を行っております。電源供給事業の売上

高は592百万円（前連結会計年度比4.0％増）となりました。

セグメント別売上高（連結）前連結会計年度比較
(単位：千円)

項 目

前連結会計年度
(自 平成27年10月１日
至 平成28年９月30日)

当連結会計年度
(自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日)

増 減

売 上 構成比 売 上 構成比 売 上 増減率

交 通 誘 導 警 備 5,298,730 55.3％ 5,334,552 53.4％ 35,821 0.6％

施 設 警 備 2,324,557 24.2％ 2,410,424 24.1％ 85,866 3.6％

列 車 見 張 り 警 備 553,210 5.7％ 547,841 5.4％ △5,369 △0.9％

そ の 他 33,836 0.3％ 277,302 2.7％ 243,466 719.5％

警 備 事 業 計 8,210,334 85.7％ 8,570,120 85.9％ 359,785 4.3％

ビルメンテナンス事業 196,434 2.0％ 188,506 1.8％ △7,928 △4.0％

メーリングサービス事業 598,355 6.2％ 620,578 6.2％ 22,222 3.7％

電 源 供 給 事 業 569,349 5.9％ 592,610 5.9％ 23,260 4.0％

合 計 9,574,474 100.0％ 9,971,815 100.0％ 397,340 4.1％

　（注） 千円未満は、切り捨てて表示しております。
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　 ② 設備投資の状況

　当連結会計年度の主な設備投資は、株式会社トスネットがグループ会社の業務拡大及び

効率化を図るため、土地及び建物を取得いたしました。

　所在地 仙台市宮城野区 建物 31,284千円

　 土地 259,038千円

　 ③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。

　 ④ 重要な企業再編等の状況

　当社は、平成29年１月27日をもって、株式会社エイコーの発行済株式の全てを取得し、

100％子会社といたしました。

　 ⑤ 対処すべき課題

　日々変貌していく社会において「安心・安全」に対する社会的需要がより一層高まると

ともに、その内容も多様化・高度化しております。

　このような経営環境のもと、当社グループでは主力業務である交通誘導警備、施設警備

へ積極的に取り組み、既存業務の収益力強化を推進してまいります。これら既存業務の収

益力強化とあわせ、グループ各社の商品・サービス、営業体制の特長を活かし、グループ

シナジーの創出を図ってまいります。

　また、当社グループでは競合他社との差別化、競争力向上を実現するため、警備員の資

質の向上に取り組んでおります。今後につきましても警備員教育の徹底や各種資格取得者

の増大を図ってまいります。

　管理面では、事務・システムの統合によるコストシナジーの追求はもとより、グループ

全体で業務効率化や経費削減への取り組みを徹底強化してまいります。

　当社グループは、高い専門性と総合力を駆使したトータルセキュリティネットワーク

で、お客様のニーズに迅速・的確にお応えし、より一層の社会的責任を果たしてまいりま

す。
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　(2) 財産及び損益の状況

　 ① 企業集団の財産及び損益の状況

期 別
区 分

第 38 期
(平成26年９月期)

第 39 期
(平成27年９月期)

第 40 期
(平成28年９月期)

第 41 期
(平成29年９月期)

売 上 高(千円) 9,392,420 9,722,745 9,574,474 9,971,815

経 常 利 益(千円) 743,206 1,000,319 964,997 881,900

親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 388,916 582,228 627,478 558,089

１株当たり当期純利益( 円 ) 91.94 132.77 132.65 117.98

総 資 産(千円) 6,228,237 6,634,023 6,797,013 7,630,856

純 資 産(千円) 2,818,233 3,866,770 4,309,002 4,761,077

１ 株 当 た り 純 資 産( 円 ) 666.22 817.47 910.96 1,006.54

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。

　 ② 当社の財産及び損益の状況

期 別
区 分

第 38 期
(平成26年９月期)

第 39 期
(平成27年９月期)

第 40 期
(平成28年９月期)

第 41 期
(平成29年９月期)

売 上 高(千円) 2,739,743 1,376,006 1,329,110 1,245,413

経 常 利 益(千円) 340,472 272,664 308,913 251,537

当 期 純 利 益(千円) 201,559 186,582 288,013 229,979

１株当たり当期純利益( 円 ) 47.65 42.55 60.88 48.62

総 資 産(千円) 3,928,491 3,976,384 3,994,897 4,326,529

純 資 産(千円) 2,139,064 2,790,207 2,899,238 3,033,103

１ 株 当 た り 純 資 産( 円 ) 505.67 589.87 612.92 641.23

（注）記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。
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　(3) 重要な親会社及び子会社の状況

　 ① 親会社

該当事項はありません。

　 ② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主要な事業内容

株 式 会 社 日 本 保 安 40,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ビ ル キ ャ ス ト 10,000千円 100％ ビルメンテナンス事業

株 式 会 社 大 盛 警 備 保 障 60,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 三 洋 警 備 保 障 20,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 メ ー リ ン グ ジ ャ パ ン 10,000千円 100％ メーリングサービス事業

I・C・Cインターナショナル株式会社 142,000千円 100％ 電源供給事業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 北 陸 40,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 茨 城 60,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 北 東 北 10,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 南 東 北 10,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 上 信 越 10,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 首 都 圏 10,000千円 100％ 警備請負業

ア サ ヒ ガ ー ド 株 式 会 社 20,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 相 馬 10,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 釜 石 10,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 ト ス ネ ッ ト 陸 前 高 田 10,000千円 100％ 警備請負業

株 式 会 社 エ イ コ ー 60,000千円 100％ 警備請負業

　

　(4) 主要な事業内容

　当企業集団は、交通誘導警備を主体に、施設警備、列車見張り警備、保安警備、イベント

警備、巡回・留守番警備等を主たる事業としております。
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　(5) 主要な営業所等

　 ① 当社の主要な事業所

当 社 本 社 宮 城 県 仙 台 市

仙 台 営 業 所 宮 城 県 仙 台 市

(注) この他、７の営業所があります。

　 ② 子会社の事業所

株式会社日本保安 本社 千葉県千葉市

株式会社ビルキャスト 本社 宮城県仙台市

株式会社大盛警備保障 本社 岩手県盛岡市

株式会社三洋警備保障 本社 東京都世田谷区

株式会社メーリングジャパン 本社 宮城県仙台市

I・C・Cインターナショナル株式会社 本社 北海道札幌市

株式会社トスネット北陸 本社 石川県金沢市

株式会社トスネット茨城 本社 茨城県水戸市

株式会社トスネット北東北 本社 岩手県盛岡市

株式会社トスネット南東北 本社 福島県郡山市

株式会社トスネット上信越 本社 新潟県新潟市

株式会社トスネット首都圏 本社 東京都江東区

アサヒガード株式会社 本社 福島県郡山市

株式会社トスネット相馬 本社 福島県相馬市

株式会社トスネット釜石 本社 岩手県釜石市

株式会社トスネット陸前高田 本社 岩手県陸前高田市

株式会社エイコー 本社 神奈川県横須賀市
　

― 8 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年11月17日 18時03分 $FOLDER; 8ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(6) 従業員の状況
　 ① 企業集団の従業員数
　

区 分 従 業 員 数 ( 名 ) 前 期 末 比 増 減 ( 名 )

男 性 1,138 △42

女 性 151 16

合 計 1,289 △26

(注) 他に嘱託社員 680名
　 登録社員 1,101名

　
　② 当社の従業員数

区 分 従業員数(名) 前期末比増減(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年)

男 性 170 △6 42.4 8.41

女 性 20 1 37.3 7.41

合計又は平均 190 △5 42.4 8.41
　
　(7) 主要な借入先

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 250,000千円

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 信 託 銀 行 株 式 会 社 241,000千円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 200,000千円

株 式 会 社 北 日 本 銀 行 175,000千円

株 式 会 社 き ら や か 銀 行 100,000千円

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 60,000千円
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２．会社の概況に関する事項
　(1) 株式に関する事項
　 ① 発行可能株式総数 7,000,000株

　 ② 発行済株式総数 4,730,127株（自己株式2,473株を除く)

　 ③ 株主数 1,580名（前期末比5名減）

　 ④ 単元株式数 100株

　 ⑤ 大株主の状況

氏 名 又 は 名 称
持 株 数
（千 株）

持 株 比 率
(％)

有 限 会 社 元 気 1,215 25.68

セ コ ム 株 式 会 社 720 15.22

佐 藤 雅 彦 548 11.59

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 215 4.55

佐 藤 康 廣 131 2.78

ト ス ネ ッ ト 社 員 持 株 会 115 2.43

宮 本 泰 53 1.12

株 式 会 社 き ら や か 銀 行 50 1.05

株 式 会 社 北 日 本 銀 行 50 1.05

原 君 久 39 0.84

（注）１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
　 ２．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
　 ３．持株比率は、自己株式（2,473株）を控除して計算しております。

　

― 10 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年11月17日 18時03分 $FOLDER; 10ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(2) 会社役員に関する事項

　 取締役及び監査役の氏名等

　 （年度末現在）

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 佐
サ

　 藤
トウ

　 康
ヤス

　 廣
ヒロ

代 表 取 締 役 社 長 氏 　
ウジ

家
イエ

　 仁
ヒトシ

(株)トスネット南東北代表取締役

常 務 取 締 役 佐 々
サ サ

木
キ

　 喜
ヨシ

　 信
ノブ

営業統轄部長兼(株)ビルキャスト代表取締役

取 締 役 佐
サ

　 藤
トウ

　 雅
マサ

　 彦
ヒコ (株)トスネット首都圏代表取締役兼(株)三洋警備保障代

表取締役

取 締 役 朽
クチ

　 木
キ

　 雄
ユウ

　 二
ジ

経理財務統轄部長

取 締 役 菅
カン

　 日 出 夫
ヒ デ オ

管理統轄部長兼アサヒガード(株)代表取締役

取 締 役 箱
ハコ

　 石
イシ

　 義
ヨシ

　 隆
タカ

(株)エイコー代表取締役

取 締 役 五 十
イ ガ ラ シ

嵐　 春
ハル

　 樹
キ

業務統轄部長兼(株)トスネット相馬代表取締役

取 締 役 高
タカ

　 橋
ハシ

　 奉
トモ

　 昭
アキ

(株)メーリングジャパン代表取締役

取 締 役 沼
ヌマ

田
タ

庄
ショウ

一
イチ

常 勤 監 査 役 坂
サカ

口 　
グチ

稔
ミノル

監 査 役 鶴
ツル

岡
オカ

　 三 千 夫
ミ チ オ

鶴岡ラバー化成(株)代表取締役

監 査 役 小 田
オ ダ

中
ナカ

　 輝 男
テル オ

(注) 1.取締役沼田庄一氏は、社外取締役であります。
2.監査役３名は、全員社外監査役であります。
3.小田中輝男氏は、東京証券取引所の各規則に定める独立役員として、届け出ております。なお、同氏
は、金融企業における長年の経験があり、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しております。

― 11 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年11月17日 18時03分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　(3) 取締役及び監査役の報酬等の額

取締役 10名 139,870千円（うち社外取締役 1名 3,800千円）

監査役 3名 4,600千円（うち社外監査役 3名 4,600千円）

　(注) 報酬等の額には、役員賞与490千円を含んでおります。

　(4) 社外役員に関する事項

　 ① 取締役 沼田 庄一

　 (イ)他の法人等の業務執行者の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 (ロ)他の法人等の社外役員の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

(ハ)会社又は会社の主要取引先等特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者で

あるものを除く。）との関係

　 該当事項はありません。

　

　 ② 監査役 坂口 稔

　 (イ)他の法人等の業務執行者の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 (ロ)他の法人等の社外役員の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

(ハ)会社又は会社の主要取引先等特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であ

るものを除く。）との関係

　 該当事項はありません。
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　 ③ 監査役 鶴岡 三千夫

　 (イ)他の法人等の業務執行者の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　鶴岡ラバー化成株式会社代表取締役を兼務しております。なお、当社は鶴岡ラバー化

成株式会社との間に特別な関係はありません。

　 (ロ)他の法人等の社外役員の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

(ハ)会社又は会社の主要取引先等特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であ

るものを除く。）との関係

　 該当事項はありません。

　

　 ④ 監査役 小田中 輝男

　 (イ)他の法人等の業務執行者の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

　 (ロ)他の法人等の社外役員の兼職状況及び当該兼職先と当社との関係

　 該当事項はありません。

(ハ)会社又は会社の主要取引先等特定関係事業者の業務執行者又は役員（業務執行者であ

るものを除く。）との関係

　 該当事項はありません。
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　 当事業年度における主な活動状況

氏 名
取締役会への
出席状況

監査役会への

出席状況
主な活動状況

沼 田 庄 一 13回中 13回 ―

取締役会等において、元警察官として

の豊富な経験及び見識に基づき、議

案・協議等において必要な発言を適宜

行っております。

坂 口 稔 13回中 13回 10回中 10回

取締役会等において、豊富なビジネス

経験及び知見等に基づき、議案・協議

等において必要な発言を適宜行ってお

ります。

鶴 岡 三 千 夫 13回中 12回 10回中 9回

企業経営者としての豊富な経験及び見

識に基づき、議案・協議等において必

要な発言を適宜行っております。なお、

欠席した取締役会については、常勤監

査役から会議の決議事項等について説

明を受け、内容の把握に努めておりま

す。

小 田 中 輝 男 13回中 13回 10回中 10回

金融企業で要職を歴任し、経営全般に

亘る広範な知識と深い見識から、議

案・協議等において必要な発言を適宜

行っております。
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　(5) 会計監査人の状況

　 ① 会計監査人の名称 優成監査法人

　 ② 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

(イ)公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 12,380千円

(注)１.当社監査役会は優成監査法人の報酬について、会計監査人としての業務内容、監査体制等を考

慮した結果、上記の金額は相当であると判断し、これに同意いたしました。

　 ２.当社と監査法人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監

査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に

係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

(ロ)当社及び連結子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　 12,380千円

　 ③ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当社都合の場合の他、当該会計監査人が会社法第340条第１項各号に定められている解

任事由に該当する状況にあり、かつ改善の見込みが無いと思われる場合、若しくは、監督

官庁から監査業務停止処分を受ける等、当社の監査業務に重大な支障をきたす事態が生じ

た場合には、当社監査役会は、その事実に基づき当該会計監査人の解任又は不再任の検討

を行い、解任又は不再任が妥当と判断した場合は、監査役会の決議に基づき、「会計監査

人の解任」又は「会計監査人の不再任」を株主総会の付議議案とすることを取締役会へ請

求いたします。

　

　(6) 会社の体制及び方針

① 職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他業務の適正を確

保するための体制

　当社は企業理念に基づいた企業経営を実現するため、役員・使用人とも職務の執行が法

令・定款に適合することと、職務の執行が効率的に行われるよう職務分掌を定めて責任と

権限を明確にする。事業活動に係る法令その他の規範を遵守するため、代表取締役が委員

長となっている「コンプライアンス委員会」が策定した「コンプライアンスマニュアル」

を全社員に周知徹底し、社内におけるコンプライアンス遵守の風土を作る。監査役が機動

的に機能できるように、取締役、内部監査部門及び会計監査人との連携の流れを作り、監

督機能の強化と情報の共有化を図る。
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　 ② 業務の適正を確保するための体制

　 (イ)取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・役職員の職務の執行が法令及び定款に適合し、企業論理を重んじ且つ社会的責任を果

たすため、コンプライアンスマニュアルを全役職員に周知徹底させる。

・取締役を対象とした研修を実施し、職務を果たすうえで必要とされる法令等に関する

知識の周知を図る。

・取締役会は、法令、定款、社内規則に基づいて、経営上の重要事項の決定を行うとと

もに、他の取締役の業務執行の監督を行っている。

・当社は取締役会規程に基づき、取締役会を原則月１回開催している。

・当社は監査役会設置会社であり、各監査役は監査役会が定めた監査方針のもと、取締

役会への出席状況、業務執行状況の調査などを通じ、取締役の職務執行の監査を行っ

ている。

・監査役の監査が効率的かつ実効的に行われることを確保するため、監査役から、監査

役の職務の執行について生ずる費用又は債務に関する請求を受けたときは、すみやか

に当該費用又は債務を処理する。

　

　 (ロ)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制については、「取締役会規

程」、「情報システム管理規程」に定めるところによる。

・経営及び業務執行に関わる重要な情報、決定事項、社内通達などは、所管部署で作成

し、適切に保存・管理している。

　 (ハ)損失の危機の管理に関する規程その他の体制

・業務執行体制上の組織及び責任は「職務分掌規程」の定めるところによる。

・取締役会、経営戦略会議及びその他の重要な会議において、業務執行取締役、執行役

員及び経営幹部から、業務執行に関わる重要な情報の報告が定期的になされている。

・自然災害、その他会社に著しい損害を及ぼす恐れのある緊急事態が発生した場合の危

機管理体制について、規則を整備し社会への周知徹底を図る。

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年11月17日 18時03分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



　 (ニ)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・「取締役会規程」に基づき、月１回の取締役会及び随時行う臨時取締役会において重

要事項の決定並びに取締役の業務執行状況についての情報を共有する。

・取締役の職務権限と担当業務を明確にし、職務の執行の効率化を図る。

・業務執行の迅速化と責任の明確化を図るために執行役員制度を導入し、意思決定・監

督機能を担う取締役と業務執行機能を担う執行役員の役割を明確にしている。

・取締役会における意思決定に当たっては、十分かつ適切な情報が各取締役に提供され

ている。

・業績管理に資する財務データについては、ＩＴシステム等により適時・適切に取締役

に提供している。

　 (ホ)使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役及び従業員がとるべき行動の基準・規範を示した当社の企業理念・行動指針に

基づき適正な業務執行の管理・監督を行うとともに、問題があった場合は、就業規則

に則り適正な処分を行う。

・コンプライアンス体制の充実・強化を図るために、各部署の責任者で構成されたコン

プライアンス委員会を設置し、きめ細やかな対応を行う。

・内部監査部門である監査室が定期的な内部監査を実施し、その結果を被監査部門にフ

ィードバックするとともに、経営層及び監査役に適時報告する。

　 (ヘ)企業集団における業務の適正を確保するための体制

・当社では取締役会を原則として月１回開催し、グループ経営上の重要な事項や業務執

行状況が適切に付議・報告されている。また、原則として２ヶ月に１回開催されるグ

ループ会社社長による社長会にて、重要な決定事項・報告事項が経営幹部に伝達され

ている。

・各部門が担当業務に応じて子会社の業務を指導・監督するとともに、子会社に対する

総括的な指導・監督を行う。

・コンプライアンス担当部署は、当社及び子会社の社員に対し、その役職、業務内容等

に応じて研修を実施する。

・内部監査室が子会社に対する内部監査を実施し、その結果を子会社の取締役及び当社

の取締役に報告する。
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　(ト)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に

関する事項

・当社は、現在監査役の職務を補助すべき使用人はおりませんが、監査役から求められ

た場合には、監査役と協議のうえ合理的な範囲で配置をする。

・当該使用人の任命、異動、評価、懲戒等の改定については、監査役会の同意を要する

ものとする。

　(チ)取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する

体制

・取締役及び使用人は当社及び子会社の業務または業績に影響を与える重要な事項につ

いて監査役に報告することとする。

・監査役は、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会その

他の重要な会議に出席する。

・監査役会は主要な稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、必要に応じて

取締役または使用人に対し、その説明を求めることができる。

・取締役及び使用人が監査役に報告を行ったことを理由として、不利益な取り扱いを行

うことを禁止する。

　

(リ)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

・企業倫理に関する方針・行動基準において、反社会的勢力の排除、すなわち反社会的

勢力と断固として闘うことを方針・行動基準の一つとして掲げている。また、対応部

署を中心として、警察を含む外部専門機関との連携、反社会的勢力に関する情報の収

集などを行い、グループ内での周知・注意喚起などを図っている。
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（7）業務の適正を確保するための体制の運用の状況

　当社は、リスク管理を徹底することにより競争力を強化し、企業価値及び株主価値を最

大化させるために、コーポレート・ガバナンスの徹底を最重要課題と位置付けておりま

す。当事業年度における上記体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行について

・当事業年度において、取締役会を13回開催しており、取締役及び使用人の職務の執行

が法令及び定款に適合するよう監督を行いました。

② リスクマネジメント体制の構築について

・当社は、リスクの軽減、予防の推進及び迅速な対処のため、「リスク管理規程」を制

定し、リスクマネジメント体制の強化を推進しております。また、取締役会だけでな

く地区会議等において、当社グループの事業を取り巻く様々なリスクに対して適切な

管理が可能となる体制を構築しております。
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貸 借 対 照 表
（平成29年９月30日現在）

(単位 千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 817,620 流 動 負 債 973,850
現 金 及 び 預 金 534,052 短 期 借 入 金 460,000
警 備 未 収 入 金 139,632 　 一年内返済予定の長期借入金 316,000

売 掛 金 1,171 未 払 金 28,283
貯 蔵 品 13,408 未 払 法 人 税 等 11,900
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 6,000 未 払 消 費 税 等 5,244
前 払 費 用 37,648 未 払 費 用 104,024
繰 延 税 金 資 産 9,720 預 り 金 13,102
そ の 他 76,186 賞 与 引 当 金 17,900

貸 倒 引 当 金 △200 リ ー ス 債 務 10,951
固 定 資 産 3,508,909 そ の 他 6,443

有 形 固 定 資 産 1,251,786
建 物 228,131 固 定 負 債 319,575
構 築 物 8,716 長 期 借 入 金 250,000
機 械 装 置 2,097 退 職 給 付 引 当 金 50,508
車 両 運 搬 具 3,286 リ ー ス 債 務 14,253
工 具 器 具 備 品 15,248 そ の 他 635
土 地 983,952 繰 延 税 金 負 債 4,179
リ ー ス 資 産 10,354 負 債 合 計 1,293,426

無 形 固 定 資 産 18,530 純 資 産 の 部
電 話 加 入 権 8,947 株 主 資 本 2,925,121
商 標 権 6 資 本 金 782,930
リ ー ス 資 産 9,576 資 本 剰 余 金 766,550

投 資 そ の 他 の 資 産 2,238,593 資 本 準 備 金 766,550

投 資 有 価 証 券 394,483 利 益 剰 余 金 1,376,383
関 係 会 社 株 式 1,709,565 利 益 準 備 金 61,370
出 資 金 3,853 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,315,013
破 産 更 生 債 権 等 11,031 別 途 積 立 金 988,500
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 41,500 繰 越 利 益 剰 余 金 326,513
長 期 前 払 費 用 863 自 己 株 式 △741
会 員 権 3,087 評価・換算差額等 107,982
保 険 積 立 金 72,654 その他有価証券評価差額金 107,982
敷 金 及 び 保 証 金 13,378
貸 倒 引 当 金 △11,823 純 資 産 合 計 3,033,103

資 産 合 計 4,326,529 負 債 及 び 純 資 産 合 計 4,326,529

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

(単位 千円)

項 目 金 額

売 上 高 1,245,413

売 上 原 価 819,412
売 上 総 利 益 426,001

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 773,108

営 業 損 失 347,106

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 173,299

受 取 助 成 金 1,216
受 取 賃 貸 料 20,124
経 営 指 導 料 403,334

受 取 出 向 料 767

投 資 有 価 証 券 運 用 益 158

雑 収 入 8,140 607,041

営 業 外 費 用

支 払 利 息 6,326
株 式 交 付 費 償 却 1,886

そ の 他 183 8,397

経 常 利 益 251,537

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 41,253 41,253

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 0

投 資 有 価 証 券 評 価 損 19 19

税 引 前 当 期 純 利 益 292,771

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 58,725

法 人 税 等 調 整 額 4,066 62,791

当 期 純 利 益 229,979

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

　(単位 千円)

株 主 資 本

資本金

資 本
剰余金

利益剰余金

自己株式
株 主
資本合計資 本

準備金
利 益
準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平 成 28 年 10 月 １ 日 残 高 782,930 766,550 61,370 988,500 214,787 1,264,657 △711 2,813,425

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △118,253 △118,253 △118,253

当 期 純 利 益 229,979 229,979 229,979

自 己 株 式 の 取 得 △30 △30

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 - - - - 111,726 111,726 △30 111,695

平 成 29 年 ９ 月 30 日 残 高 782,930 766,550 61,370 988,500 326,513 1,376,383 △741 2,925,121
　

(単位 千円)

評 価 ･ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

平 成 28 年 10 月 １ 日 残 高 85,813 85,813 2,899,238

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △118,253

当 期 純 利 益 229,979

自 己 株 式 の 取 得 △30

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

22,169 22,169 22,169

当 期 変 動 額 合 計 22,169 22,169 133,864

平 成 29 年 ９ 月 30 日 残 高 107,982 107,982 3,033,103

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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(重要な会計方針に係る事項に関する注記)

１．資産の評価基準及び評価方法

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子 会 社 株 式……………　総平均法による原価法により評価しております。

そ の 他 有 価 証 券……………　時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総平均

法により算定）

　時価のないもの

　総平均法による原価法により評価しております。な

お、投資事業組合に対する出資については、組合の直

近の決算報告書を基礎とし、持分を純額で取り込む方

法によっております。

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯 蔵 品……………　最終仕入原価法により評価しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有 形 固 定 資 産

　 (リース資産を除く）

……………　定額法を採用しております。

　 建物及び構築物 ５～50年

　 機械装置及び車両運搬具 ２～15年

　 工具器具備品 ２～20年

(2) 無 形 固 定 資 産

　 (リース資産を除く）

……………　定額法を採用しております。

(3) リ ー ス 資 産……………　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。
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３．引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して

おります。

　(2) 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

　(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計

上しております。

　また、数理計算上の差異については、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生した期から費用処

理しております。

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 ……………　税抜方式によっております。

　

　（追加情報）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28
年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

　 担保に供している資産

　建 物 189,311千円

　土 地 799,963千円

　 合 計 989,274千円

　 上記に対する債務

　短期借入金 200,000千円

　一年内返済予定の長期借入金 316,000千円

　長期借 入 金 250,000千円

　 合 計 766,000千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 608,277千円

３．関係会社に対する債権債務は次のとおりであります。

　 短期金銭債権 80,552千円

　 短期金銭債務 6,813千円

　 長期金銭債権 41,500千円

　

（損益計算書に関する注記）

　関係会社との営業取引及び営業取引以外の取引の取引高の総額

営 業 取 引

　営 業 収 益 15,407千円

　営 業 費 用 36,395千円

営業取引以外の取引

　営 業 外 収 益 591,272千円

　

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の総数

　 普通株式 4,732,600株

　

２．当事業年度の末日における自己株式数

　 普通株式 2,473株
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（税効果会計に関する注記）

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

流動項目

　繰 延 税 金 資 産

　 未 払 事 業 税 損 金 不 算 入 額 3,287千円

　 未 払 事 業 所 税 損 金 不 算 入 額 729千円

　 未 払 費 用 損 金 不 算 入 額 837千円

　 貸 倒 引 当 金 損 金 不 算 入 額 61千円

　 賞 与 引 当 金 繰 入 超 過 額 5,514千円

　 未 収 入 金 益 金 算 入 92千円

　 小 計 10,523千円

　繰 延 税 金 負 債

　 前 払 固 定 資 産 税 803千円

　 小 計 803千円

　差 引 繰 延 税 金 資 産 9,720千円

固定項目

　繰 延 税 金 資 産

　 退 職 給 付 引 当 金 繰 入 超 過 額 38,094千円

　 貸 倒 引 当 金 繰 入 超 過 額 3,368千円

　 減 価 償 却 超 過 額 1,114千円

　 投 資 有 価 証 券 7,414千円

　 会 員 権 7,716千円

　 長 期 貸 付 金 6,823千円

　 小 計 64,530千円

　 評 価 性 引 当 額 △21,954千円

　 小 計 42,576千円

　繰 延 税 金 負 債

　 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 46,755千円

　 小 計 46,755千円

　 差 引 繰 延 税 金 負 債 4,179千円

繰 延 税 金 資 産 の 総 額 5,541千円
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（リースにより使用する固定資産に関する注記）

　貸借対照表に記載した固定資産のほか、車両運搬具、事務機器等の一部については、所有権移

転外ファイナンス・リース契約により使用しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．役員及び個人主要株主等

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目

期末
残高
(千
円)

役員の
兼任等

事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会 社 等
(当該会
社等の子
会社を含
む)

㈲蔵王
ブルー
ベリー
農園
(注)１
(注)４

宮城県
刈田郡
蔵王町

3,000 農業の経
営

被所有
割合

11.59
(間接)

有 ─ 警備の業
務請負

元気荘の
飲食代

208
(注)２

14
(注)２

警備未収
入金

売掛金

56

2

果実の
入荷

4,812
(注)２

未払金 95
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２．子会社

属性
会社等
の名称

住所
資本金又
は出資金
(千円)

事業の
内容

又は職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

子会社 (株)ト
スネッ
ト北東
北
(注)３

岩手県
盛岡市

10,000 警備業 所有割合
100.00
(直接)

有 経営
指導料

経営指
導料の
受取

118,338
(注)２

未収入
金

21,843

子会社 (株)ト
スネッ
ト首都
圏
(注)３

東京都
江東区

10,000 警備業 所有割合
100.00
(直接)

有 経営
指導料

経営指
導料の
受取

100,852
(注)２

未収入
金

18,740

子会社 (株)ト
スネッ
ト上信
越
(注)３

新潟県
新潟市

10,000 警備業 所有割合
100.00
(直接)

有 経営
指導料

経営指
導料の
受取

81,187
(注)２

未収入
金

15,236

　

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

(注) １．有限会社蔵王ブルーベリー農園からの果実の入荷の価格は店頭価格にて、また支払条件は一般取引

と同様に締日（20日）と支払日（翌月末）を決定しております。

２．上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりません。

３．経営指導料については、業務内容等を勘案して決定しております。

４．警備業の請負業務及び元気荘の飲食代についての価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない

他の当事者と同様の条件になっております。

　
（１株当たり情報に関する注記）
１．１株当たり純資産額 641円23銭

２．１株当たり当期純利益 48円62銭

　
（重要な後発事象に関する注記）
　株式取得による会社の買収

当社は、平成29年10月27日に株式会社アーバン警備保障の株式を取得し子会社化するこ
とについて株式会社アーバン警備保障と買収合意書を締結し、平成29年10月27日に全株式
を取得いたしました。
詳細は、「連結注記表（重要な後発事象に関する注記）」をご参照ください。
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会計監査人監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年11月16日

株式会社トスネット

取締役会 御中

優成監査法人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 須 永 真 樹 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 本 間 洋 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社トスネットの平成28年10月１日か

ら平成29年９月30日までの第41期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変

動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上
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監査役会監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査役会は、平成28年10月１日から平成29年９月30日までの第41期事業年度の取締役の職務の執行に関

して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報

告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ

いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応

じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役会の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、

内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、

取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧いたしました。また、取締役の職務の執行が法令及び

定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとし

て会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制について、その取締役会決議の内容及び当該決

議に基づき整備されている当該体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社に

ついては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業

の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検

討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると

ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま

た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各

号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日 企業会計審議会）等に従って整

備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書）及びその附属明細書並びに連結計算書類

（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書）について検討いたしました。
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２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め

ます。

② 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ

ん。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス

テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人である優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

会計監査人である優成監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成29年11月17日

株式会社トスネット 監査役会

監査役(常勤) 坂 口 稔 ㊞

監 査 役 鶴 岡 三千夫 ㊞

監 査 役 小 田 中 輝男 ㊞

(注) 上記監査役３名は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監査役であります。
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連 結 貸 借 対 照 表
(平成29年９月30日現在)

(単位 千円)

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 4,705,992 流 動 負 債 2,195,399
現 金 及 び 預 金 3,282,033 短 期 借 入 金 510,000
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 202,013 一年内返済予定の長期借入金 367,619
警 備 未 収 入 金 1,042,566 未 払 法 人 税 等 184,000
仕 掛 品 287 未 払 消 費 税 等 133,944
貯 蔵 品 39,138 未 払 費 用 652,701
繰 延 税 金 資 産 44,928 賞 与 引 当 金 80,250
そ の 他 96,066 リ ー ス 債 務 15,744
貸 倒 引 当 金 △1,042 そ の 他 251,140

固 定 資 産 2,924,742 固 定 負 債 674,379
有 形 固 定 資 産 1,831,772 長 期 借 入 金 391,298

建 物 及 び 構 築 物 364,667 退 職 給 付 に 係 る 負 債 249,307
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 102,341 リ ー ス 債 務 20,010
工 具 器 具 備 品 50,987 繰 延 税 金 負 債 4,378
土 地 1,300,331 そ の 他 9,383
リ ー ス 資 産 13,445 　負 債 合 計 2,869,778

無 形 固 定 資 産 438,469 純 資 産 の 部
電 話 加 入 権 22,205 株 主 資 本 4,679,001

商 標 権 6 資 本 金 782,930
の れ ん 406,680 資 本 剰 余 金 766,550
リ ー ス 資 産 9,576 利 益 剰 余 金 3,130,263

投 資 そ の 他 の 資 産 654,500 自 己 株 式 △741
投 資 有 価 証 券 404,818 その他包括利益累計額 82,076
投 資 建 物 5,238 　その他有価証券評価差額金 110,472
投 資 土 地 72,085 　退職給付に係る調整累計額 △28,395
会 員 権 3,187
繰 延 税 金 資 産 45,354 　
そ の 他 137,627 　
貸 倒 引 当 金 △13,809

繰 延 資 産 121
創 立 費 121 純 資 産 合 計 4,761,077

資 産 合 計 7,630,856 負 債 及 び 純 資 産 合 計 7,630,856

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

(単位 千円)

項 目 金 額

売 上 高 9,971,815
売 上 原 価 6,740,367

売 上 総 利 益 3,231,447
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,416,418

営 業 利 益 815,028
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 5,847
受 取 助 成 金 23,981
受 取 賃 貸 料 25,787
受 取 出 向 料 4,236
投 資 有 価 証 券 運 用 益 158
寮 費 収 入 4,252
雑 収 入 16,666 80,929

営 業 外 費 用
支 払 利 息 8,754
減 価 償 却 費 358
株 式 交 付 費 償 却 1,886
そ の 他 3,058 14,057
経 常 利 益 881,900

特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 168
投 資 有 価 証 券 売 却 益 41,253 41,422

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損 2,312
投 資 有 価 証 券 評 価 損 19 2,332
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 920,990
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 382,005
法 人 税 等 調 整 額 △19,104 362,901

　 当 期 純 利 益 558,089
　 親会社株主に帰属する当期純利益 558,089

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

(単位 千円)

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平 成 28 年 10 月 １ 日 残 高 782,930 766,550 2,690,428 △711 4,239,196

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △118,253 △118,253

親会社株主に帰属する当期純利益 558,089 558,089

自 己 株 式 の 取 得 - △30 △30

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額
( 純 額 )

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

- - 439,835 △30 439,804

平 成 29 年 ９ 月 30 日 残 高 782,930 766,550 3,130,263 △741 4,679,001
　

(単位 千円)

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

退職給付に係る
調 整 累 計 額

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

平 成 28 年 10 月 １ 日 残 高 86,721 △16,916 69,805 4,309,002

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △118,253

親会社株主に帰属する当期純利益 558,089

自 己 株 式 の 取 得 △30

株主資本以外の項目の連結会計
年 度 中 の 変 動 額
( 純 額 )

23,750 △11,479 12,271 12,271

連 結 会 計 年 度 中 の
変 動 額 合 計

23,750 △11,479 12,271 452,075

平 成 29 年 ９ 月 30 日 残 高 110,472 △28,395 82,076 4,761,077

(注) 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）

１．連結の範囲に関する事項

　(1) 連結子会社の数 17社

　 連結子会社の名称

　 株式会社日本保安
　 株式会社ビルキャスト
　 株式会社大盛警備保障
　 株式会社三洋警備保障
　 株式会社メーリングジャパン

I・C・Cインターナショナル株式会社
　 株式会社トスネット北陸
　 株式会社トスネット茨城
　 株式会社トスネット北東北
　 株式会社トスネット南東北
　 株式会社トスネット上信越
　 株式会社トスネット首都圏
　 アサヒガード株式会社
　 株式会社トスネット相馬
　 株式会社トスネット釜石
　 株式会社トスネット陸前高田

株式会社エイコー
なお、平成29年１月27日に全株式を取得した株式会社エイコーは当連結会計年度より

連結の範囲に含めております。

　(2) 主要な非連結子会社の名称等

　 該当事項はありません。

２．持分法の適用に関する事項

　 該当事項はありません。
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３．会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

　 その他有価証券

　 時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部純資産直入法により

処理し、売却原価は総平均法により算定）

　 時価のないもの

　 総平均法に基づく原価法

　なお、投資事業組合に対する出資については、組合の直近の決算書を基礎とし、

持分を純額で取り込む方法によっております。

　 ② たな卸資産

　 仕掛品 個別法による原価法

　 貯蔵品 最終仕入原価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　 ① 有形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

　 建物及び構築物 ５～50年

　 機械装置及び車両運搬具 ２～15年

　 工具器具備品 ２～20年

　 ② 無形固定資産（リース資産を除く）

　 定額法を採用しております。

　 ③ リース資産

　 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しており

ます。

　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（５年）により定額法で按分した額をそれぞれ発生した連結会

計年度から費用処理しております。

　(5) のれんの償却方法及び償却期間

　のれんの償却については、その効果の発現する期間（10年）にわたり、定額法により償却

しております。

　(6) その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 ………………　税抜方式によっております。

　

　（追加情報）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28
年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

１．担保資産

　 担保に供している資産

　建 物 191,717千円

　土 地 871,963千円

　 合 計 1,063,680千円

　 上記に対する債務

　短 期 借 入 金 200,000千円

　一年内返済予定

　の 長 期 借 入 金
324,075千円

　長 期 借 入 金 269,174千円

　 合 計 793,250千円

２．有形固定資産の減価償却累計額 1,776,922千円

３．投資建物の減価償却累計額 41,222千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当連結会計年度の末日における発行済株式の総数

　 普通株式 4,732,600株

２．当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基 準 日 効力発生日

平成28年12月20日
定時株主総会

普通株式 118,253 25.00 平成28年９月30日 平成28年12月21日

３．当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当金(円)

基 準 日 効力発生日

平成29年12月20日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 118,253 25.00 平成29年９月30日 平成29年12月21日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

　(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な安全性の高い金融商品に限定し、また、資

金調達については銀行借入等による方針であります。

　(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク並びにリスク管理体制

　受取手形及び警備未収入金等の営業債権は、主に建築、土木、小売業等に対するものであ

り、与信調査を基に個別に管理をしております。その他に対するものについては、モニタリ

ング等により個別に管理しております。

　有価証券は、市場価格の変動リスク、信用リスク及び流動性リスク等に晒されております

が、当該リスクに対して、有価証券管理規程に基づき、管理及び運用を行うとともに、取引

については取締役会での決裁を行うこととしております。

　長期借入金は、主に設備投資及び事業譲受等に係る資金調達を目的としたものでありま

す。また、営業債務や借入金は、当社グループでは、各社が月次に資金繰り計画表を作成す

るなどの方法により管理しております。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年９月30日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認め

られるものは、次表には含まれておりません。((注)2．参照)。

連結貸借対照表
計上額(千円)

時 価
（千円）

差 額
（千円）

(1) 現金及び預金 3,282,033 3,282,033 -

(2) 受取手形及び売掛金 202,013 202,013 -

(3) 警備未収入金 1,042,566 1,042,566 -

(4) 投資有価証券 347,287 347,287 -

　 資産計 4,873,901 4,873,901 -

(1) 短期借入金 510,000 510,000 -

(2) 長期借入金 758,918 757,810 △1,107

　 負債計 1,268,918 1,267,810 △1,107
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(注) １．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

　(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 警備未収入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

　(4) 投資有価証券

　これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、投資信託は基準価格によ

っております。
　

負 債

　(1) 短期借入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

　(2) 長期借入金

　これらの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される

利率で割り引いて算定する方法によっております。
　

(注) ２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式等 57,531

　上記については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価証券」には含めてお

りません。
　

(注) ３．長期借入金の連結決算日後の返済予定額

１年内
（千円）

１年超５年内
（千円）

５年超10年内
（千円）

10年超
（千円）

長期借入金 367,619 330,298 61,000 -

合 計 367,619 330,298 61,000 -
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（賃貸等不動産に関する注記）

　一部の子会社では、東京都内において、賃貸ビル等を有しておりますが、総資産に占める賃貸

等不動産の割合が低く、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　

（１株当たり情報に関する注記）

１．１株当たり純資産額 1,006円54銭

２．１株当たり当期純利益 117円98銭

　

（企業結合に関する注記）

　取得による結合

　（１）企業結合の概要

　① 被取得企業の名称及び事業の内容

　被取得企業の名称 株式会社エイコー

事業の内容 警備業法に基づく警備請負業

　② 企業結合を行った主な理由

当社は、スマイル＆セキュリティーをキャッチフレーズに、人的警備に特化した事業

展開をしております。

首都圏等におきましては、警備員の採用が大変厳しい状況になっております。また、東

京オリンピックの開催もあることから、神奈川県を中心に営業展開をしている株式会社

エイコーの全株式取得を決定いたしました。

　③ 企業結合日

　平成２９年１月２７日

　④ 企業結合の法的形式

　株式の取得

　⑤ 結合後の企業の名称

　変更はありません

　⑥ 取得した議決権比率

　100.0％

　⑦ 取得企業を決定するに至った根拠

　当社が現金を対価とした株式取得により、被取得企業の議決権の100.0％を取得したこ

とによるものです。
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　（２）連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間

　平成２９年２月１日から平成２９年９月３０日まで

　（３）被取得企業の取得原価及びその内訳

取得した普通株式の対価 現金 ９，０００千円

取得原価 ９，０００千円

　（４）主要な取得関連費用の内訳及び金額

アドバイザリー費用等 １１，０００千円

　（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

　① 発生したのれんの金額

８０，７７１千円

　② 発生原因

今後の事業展開により期待される将来の超過収益力です。

　③ 償却方法及び償却期間

１０年間にわたる均等償却

　（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 ２８，４８２千円

固定資産 ５，７２９千円

資産合計 ３４，２１２千円

流動負債 ４６，１０１千円

固定負債 ５９，８８２千円

負債合計 １０５，９８３千円

　（７）企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連

結損益に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

当該影響額に重要性が乏しいことから、記載を省略しております。
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(重要な後発事象に関する注記)

（株式取得による会社の買収）

平成29年10月27日に株式会社アーバン警備保障の株式を取得し子会社化することについ

て株式会社アーバン警備保障と買収合意書を締結し、平成29年10月27日に全株式を取得い

たしました。

　（１）株式取得の目的

株式会社アーバン警備保障は、北海道内において建築関係の警備を中心に各種工事現場

における交通誘導警備、駐車場等の交通誘導警備、イベント等における雑踏警備、施設等

の常駐、巡回警備、機械警備の事業を展開しております。

当社グループは当社及び連結子会社17社で構成され、交通誘導警備を主力とした警備事

業を主な事業としております。

トスネットグループは、これまで長年培ってきた警備事業を更なる生産性の向上を基軸

に、ビルメンテナンス事業、メーリングサービス事業及び電源供給事業を提供し、常に新

しい企業体を目指しております。

このたび、株式会社アーバン警備保障の株式を取得し、子会社化することにより、北海

道における警備事業の展開及び札幌市に本社を置きイベント等の電源供給事業を行ってい

るＩ・Ｃ・Ｃインターナショナル株式会社との相乗効果を図ってまいります。

　（２）株式取得の相手会社の名称

被取得企業の経営者及びその他の株主

　（３）買収する相手会社の名称、事業内容、規模
　 ① 名称 株式会社アーバン警備保障

② 所在地 北海道札幌市中央区北12条西23丁目２番５号ＳＤＣ北12条ビル
③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山形千惠子
④ 事業の内容 警備業法に基づく警備請負業
⑤ 平成29年３月期の財政状態及び経営成績

資本金 ３０，０００千円

純資産 ８，９８５千円

総資産 ９４，６９７千円

売上高 １８２，８８８千円

営業利益 ４０千円
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（４）株式取得の時期

　 平成29年10月27日

（５）取得する株式の数、取得価格及び取得後の持分比率
① 異動前の所有株式数 なし
② 取得株式数 普通株式 600,000株（議決権の数 600,000個）
③ 取得価格 株式会社アーバン警備保障の普通株式 100,000千円
④ 異動後の所有株式数 普通株式 600,000株

（議決権の数：600,000個、議決権所有割合100％）
（６）支払資金の調達方法及び支払方法

取得資金につきましては、全額株式会社トスネットの自己資金により充当いたします。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成29年11月16日

株式会社トスネット

取締役会 御中

優成監査法人

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 須 永 真 樹 ㊞

指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 本 間 洋 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社トスネットの平成28年10月１日から平成
29年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書、連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項及びその他の注記について監査を行
った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
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監査意見

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社トスネット及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損

益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以 上

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

　第１号議案　剰余金の処分の件

　当期の剰余金の処分につきましては、当期の業績、経営環境等を勘案し、また、財務基

盤の強化にも意を用い、下記のとおりといたしたいと存じます。

　 期末配当に関する事項

　 (1) 株主に対する配当財産の割当に関する事項およびその総額

　 当社普通株式１株につき金25円 総額118,253,175円

　 (2) 剰余金の配当が効力を生じる日

　 平成29年12月21日
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　第２号議案　取締役11名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役佐藤康廣氏、氏家仁氏、佐々木喜信氏、佐藤雅彦氏、

朽木雄二氏、菅日出夫氏、箱石義隆氏、五十嵐春樹氏、高橋奉昭氏、沼田庄一氏の10名が

任期満了となります。取締役11名の選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

１

佐藤　康廣
サ トウ ヤスヒロ

(昭和20年４月３日)

昭和52年３月 当社を設立

131,500株

当社代表取締役会長（現任）

２

氏家
ウジイエ

　仁
ヒトシ

(昭和35年８月10日)

平成３年８月 当社入社

25,400株

平成６年11月 当社取締役

平成15年11月 当社常務取締役

平成20年10月 当社常務取締役営業本部長

平成21年11月 当社専務取締役営業本部長

平成23年12月 当社代表取締役社長（現任）

重要な兼職の状況

　株式会社トスネット南東北代表取締役

３

佐々木　喜信
サ サ キ ヨシノブ

(昭和22年11月26日)

平成８年７月 当社入社

11,200株

平成10年12月 当社常勤監査役

平成11年12月 当社常勤監査役を退任し、当社取締役

平成22年10月 当社取締役営業統轄部長

平成24年12月 当社常務取締役営業統轄部長

平成26年11月 当社常務取締役営業本部長

平成28年11月 当社常務取締役営業統轄部長兼営業部部長

重要な兼職の状況

　株式会社ビルキャスト代表取締役
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

４

佐藤　雅彦
サ トウ マサヒコ

(昭和54年６月18日)

平成22年３月 当社入社

548,400株

平成24年10月 当社執行役員企画開発部長

平成25年12月 当社取締役企画開発部長

平成26年11月 当社取締役営業統轄部長

平成27年11月 当社取締役（現任）

重要な兼職の状況

　株式会社トスネット首都圏代表取締役

株式会社三洋警備保障代表取締役

５

朽木　雄二
クチ キ ユウ ジ

(昭和36年３月23日)

平成８年12月 当社入社

23,600株

平成14年10月 当社経理部長

平成15年11月 当社執行役員経理部長

平成18年12月 当社取締役経理部長兼関係会社管理部長

平成23年11月 当社取締役経理部長兼関係会社管理室長

平成25年５月 当社取締役経理部長

平成27年11月 当社取締役経理財務統轄部長（現任）

６

菅　日出夫
カン ヒ デ オ

(昭和35年８月９日)

平成24年５月

平成24年10月

平成25年７月

平成26年11月

平成26年12月

平成27年11月

当社入社

当社関係会社管理部長

当社執行役員関係会社管理部長

当社執行役員管理統轄部長兼関係会社管理部

長

当社取締役管理統轄部長兼関係会社管理部長

当社取締役管理統轄部長（現任）
700株

重要な兼職の状況

　アサヒガード株式会社代表取締役

― 50 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年11月17日 18時03分 $FOLDER; 50ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

７

箱石　義隆
ハコイシ ヨシタカ

(昭和38年11月８日)

平成３年５月 当社入社

14,400株

平成15年12月 当社取締役

平成18年10月 当社取締役事業部統轄本部副本部長兼統轄管

理部長

平成22年10月 当社取締役営業開発・企画室長

平成23年11月 当社取締役震災対策本部副本部長兼岩手県地

区統轄担当

平成24年10月 当社取締役岩手県地区統轄担当

平成26年11月 当社取締役営業部長兼宮城北地区統轄担当

平成27年11月 当社取締役（現任）

重要な兼職の状況

　株式会社エイコー代表取締役

８

五十嵐　春樹
イ ガ ラ シ ハル キ

(昭和37年３月20日)

平成６年５月 当社入社

1,900株

平成15年10月 当社首都圏事業部長

平成15年11月 当社執行役員首都圏事業部長

平成20年10月 当社執行役員首都圏支社長

平成20年12月 当社取締役首都圏支社長

平成22年10月 当社取締役首都圏地区統轄担当

平成27年11月 当社取締役営業統轄部長

平成28年11月 当社取締役業務統轄部長兼事業推進部部長

重要な兼職の状況

株式会社トスネット相馬代表取締役

９

　沼
ヌマタ ショウイチ

田 庄一
(昭和21年７月17日)

昭和44年４月 宮城県警察警察官拝命

300株

平成15年３月 同警察仙台中央署署長（警視正）

平成19年３月 同警察刑事部長（警視長）

平成24年４月 当社入社

平成24年４月 当社非常勤顧問

平成26年12月 当社取締役（現任）
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候補者
番 号

氏 名
（生年月日）

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

10

浦
ウ ラ イ ヨ シ ミ ツ

井 義光
(昭和24年２月４日)

昭和50年11月 司法試験合格

6,200株

昭和53年４月 検察官検事拝命

昭和62年５月 弁護士登録（仙台弁護士会所属）（現任）

平成15年12月 当社監査役

11

鎌
カ マ タ キ タ カ シ

瀧 敬司
(昭和22年３月７日)

昭和45年４月 東北電気工事株式会社入社

0株

平成３年４月 株式会社ユアテック社名変更

平成10年６月 同社理事営業本部営業二部長

平成15年６月 同社常務取締役新潟支社長

平成20年６月 同社専務取締役営業本部長

平成23年６月 同社専務取締役

平成24年６月 同社顧問

平成25年７月 古川電気工業株式会社常勤特別顧問（現任）

（注）１．各取締役候補者と当社の間には特別の利害関係はありません。

２．沼田庄一氏は、社外取締役候補者であります。

３．浦井義光氏及び鎌瀧敬司氏は、独立社外取締役候補者であります。

４．沼田庄一氏を社外取締役候補者とした理由は、同氏が警察官としての豊富な経験と幅広い見識を有

しており、その経験と見識を当社の経営事項の決定および業務執行の監督等に十分な役割を果たして

いただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。なお、同氏の社外取締役に就任されて

からの年数は、本総会終結のときをもって3年になります。

５．浦井義光氏を独立社外取締役候補者とした理由は、同氏が弁護士としての豊富な経験と幅広い見識

を有しており、その経験と見識を当社の経営事項の決定および業務執行の監督等に十分な役割を果た

していただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。

６．鎌瀧敬司氏を独立社外取締役候補者とした理由は、同氏が東証一部上場企業の取締役として豊富な

経験と幅広い見識を有しており、その経験と見識を当社の経営事項の決定および業務執行の監督等に

十分な役割を果たしていただけるものと判断し、選任をお願いするものであります。
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　第３号議案　監査役１名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役坂口稔氏が任期満了となりますので、監査役１名の選

任をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式数

坂口
サカグチ

　稔
ミノル

(昭和22年８月24日)

昭和45年４月 鉄建建設株式会社入社

0株

平成16年６月 同社執行役員東北支店長

平成20年４月 同社本社執行役員土木本部担当

平成20年６月 同社本社理事土木本部担当

平成21年12月 当社常勤監査役（現任）

（注）１．監査役候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．監査役候補者は、社外監査役候補者であります。

３．坂口稔氏を社外監査役候補者とした理由は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を当社の監査

に反映していただきたいためであります。なお、同氏の社外監査役に就任してからの年数は、本総会

終結のときをもって8年になります。

　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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至泉中央

仙石線
あおば通駅

仙石線
仙台駅

仙石線
榴ケ岡駅

NAVISソニー

青葉通り

JR
仙台病院

至盛岡

仙
台
駅

地
下
鉄
仙
台
駅

JR

至冨沢 至福島

JR仙石線(地下)

新寺小路

仙台サンプラザ

東
口松

栄
ビ
ル

森
ビ
ル

至
塩
釜

七
十
七

　

銀
行

西
口東

五
番
丁
通
り
市
営
地
下
鉄

株主総会会場ご案内

　

仙台市宮城野区榴岡五丁目11番１号

仙台サンプラザ １階「ローズ」の間

電話 ０２２（２５７）３３３３

●JR仙石線「榴ケ岡駅」より徒歩１分（目の前）

●JR東北本線、東北新幹線「仙台駅」より徒歩13分
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